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平成22年 11月から平成23年 3月の雪害の概要 

 

平成 22 年度の冬は、12 月下旬以降、日本付近

に強い寒気が断続的に流れ込み、数回にわたって

強い冬型の気圧配置となったため、各地で大雪と 

なった。 

特に、年末から年始にかけては、西日本を中心

に強い寒気が流入し、西日本の日本海側等を中心

に記録的な大雪となった。福島県西会津町の国道

49 号や鳥取県東伯郡琴浦町から西伯郡大山町に

かけての国道 9 号等において、多数の車が立ち往

生し、通行止めとなった他、山陰線、伯備線等の

鉄道が運転休止となった。鳥取県、島根県では、

雪の重みで多くの漁船が転覆、沈没した。 

また、1月半ばと1月末にも強い寒気が南下し、

北日本から西日本にかけての日本海側で大雪とな

った。1 月末の大雪では、福井県敦賀市の国道 8

号及び北陸道において通行止め、鉄道では北陸線

等で運転休止となった。 

この大雪により、豪雪地帯を中心に 131 人もの

方が犠牲となったほか、負傷者 1,537 人、全壊 9

棟、半壊 14 棟、一部破損 623 棟、床上浸水 8 棟、

床下浸水 62 棟の被害が生じている。 

犠牲者の内訳をみると、犠牲者の約 4 分の 3 に

あたる100人が屋根の雪下ろし等の除雪作業中の

事故により亡くなっている。そして犠牲者の約 3

分の 2にあたる 86人が 65歳以上の高齢者となっ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ており、152 人の方が犠牲となった「平成 18 年豪

雪」と同様の状況であった。また、豪雪地帯にお

いては、空き家の除雪、建設業者の減少等の課題

に直面していることも浮き彫りになった。 

また、通行不能車両、路面上の積雪等による道

路の通行不能、鉄道の運行休止、停電、断水、固

定電話の障害、携帯電話の基地局の停波等、交通

やライフラインの被害も相次ぎ、人々の生活に多

大な影響を与えた。 

 

このような平成 22 年度の大雪災害を踏まえ、

今年度、「大雪に対する防災力向上方策検討会」(事

務局:内閣府・国土交通省)が設置され、豪雪地帯の

雪害対策について検討され、降積雪期に向けて「大

雪に対する防災力向上方策検討会提言(中間とり

まとめ)」が公表された。本提言の中問とりまとめ

は、内閣府(防災担当)のホームページ「雪害対策の

ページ」(http://www.bousai.go.jp/ 

setsugai/index.html)で公開されている。 

本文では、平成 22 年度の大雪災害を踏まえた

対策の留意点について、平成 23 年 12 月 9 日付け

中央防災会議会長通知「降積雪期における防災態

勢の強化等について」(中防消第 47 号)及び「大雪

に対する防災力向上方策検討会提言(中間とりま

とめ)」を踏まえながら記述する。 

 

 

特集Ⅱ 豪雪災害 

☐平成 22 年 11 月からの大雪等による 

被害の概要と対応策について 

消防庁国民保護・防災部防災課 
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除雪作業における対策 

 

近年の雪害では、高齢者が亡くなるケースや、

屋根の雪下ろし等の除雪作業中に亡くなるケース

が目立っている。 

人的被害の主な原因としては以下のようなもの

が挙げられる。 

・除雪作業中の屋根、はしごなど高所からの転落 

・除雪作業中の水路等への転落 

・除雪機の事故(巻き込まれなど) 

・屋根からの落雪 

・除雪作業という重労働による発症 

このため、雪による被害を減らすためには、除

雪作業中の安全の確保を行うことが非常に重要で 

 

 

あることから、除雪作業に従事する住民等の安全

意識を高め、安全対策の促進を図るために、啓発・

注意喚起を継続的に行い、徹底することが必要で

ある。 

毎年雪害による人的被害が数多く発生している

状況を受けて、「大雪に対する防災力向上方策検討

会提言(中間とりまとめ)」の資料として、チラシデ

ータ「よくある除雪作業中の事故とその対策」

(http://www.bousai.go.jp/setsugai/pdf/h23/h231

2_004.pdf)が公表されている。 

また、65 歳以上の高齢者が犠牲となる割合が高

く、全犠牲者のおよそ 3 分の 2 を占める近年の傾

向は、豪雪地帯における高齢化の進展、除雪作業

の担い手不足が要因の一つとなっていると考えら 

れる。 
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こうした状況への対策としては、安全で円滑な

雪処理のため、地域コミュニティの共助による除

雪作業を実施できる仕組みや、地域内外のボラン

ティア等の除雪作業の担い手が協力して雪処理を

できる体制を整備することが有効である。 

自治会等が中心となって、地域住民等が日時を

決めて一斉に雪下ろしや敷地内積雪を排雪する活

動を行うことが、安全で円滑な雪処理につながっ

ていくと考えられる。 

また、除雪は危険を伴う作業であることから、

地域外から除雪ボランティアを受け入れる場合に

ついては、安全な除雪作業に関する事前学習、ボ

ランティア保険への加入奨励、危険作業の回避、 

 

ヘルメット等の装備の徹底等の安全確保対策を十

分に講じる必要がある。 

国土交通省が作成している「共助による地域除

雪の手引き～安全・効率的な雪処理方策マニュア

ル～」では、共助による地域除雪の手順やポイン

ト等が、事例を交えて紹介されているので参照さ

れたい。 

(http://www.mlit.go.jp/common/000112138.pdf) 
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災害時要援護者※1及びその関連施設に対する平常

時及び緊急時の適切な情報収集・除雪支援体制の

整備 

 

雪害においても災害時要援護者及びその関連施

設に対する支援を行う必要がある。市町村、消防

機関及び福祉関係機関等は、相互に連携し、高齢

者等の災害時要援護者宅やその関連施設について、

平常時から巡回等により状況を把握することが必

要である。 

特に豪雪時に備え、適切に情報の収集や提供を

行い、除雪が困難な場合や、危険な場合において

は、必要に応じ消防団、自主防災組織、近隣居住

者等との連携協力により除雪支援や避難誘導を行

う体制等の整備・再点検を行い、警戒避難体制等

の防災体制の整備に努めることが重要である。ま

た、交通孤立時の避難を迅速に行うために、ヘリ

コプターの活用等を含めた適切な輸送手段を確保

する必要がある。 

 

 

気象等に関する情報の収集・伝達の徹底と災害即

応体制の確立 

 

事前に雪害に対する体制を整えるため、気象庁

が発表する大雪警報・注意報等の雪に関する防災

気象情報、1 か月予報等による長期的な降雪量予

報及び降積雪の状況に注意を払うとともに、必要

な場合には、大雪や雪崩に関する情報を住民その

他必要な連絡先に伝達し、注意喚起することが重

要である。 

雪害が発生した場合や発生が予想される場合に

は、国、都道府県、市町村、関係団体及び住民が

一体となった総合的な防災体制の確立を図るとと

もに、防災関係機関の連携の強化や消防機関の県

内相互応援を含めた即応体制の確立を図ることが

必要である。 

また、平成 22 年度の大雪では停電、交通障害等 

により人々の生活に大きな影響が発生したことか

ら、ライフライン事業者等の関係機関においては、

雪害が起きた場合に、速やかに対応できるような

体制を構築することが必要である。 

 

 

雪崩等に対する警戒避難体制の確立 

 

平成 22 年度には、雪崩により 9 名が犠牲とな

っている。また人的被害には至らなかったものの、

山形県西川町で大規模な雪崩が発生するなどして

おり、豪雪地帯では、次の事項に留意した警戒避

難体制の確立が求められる。 

(1)雪崩危険個所等の把握及び周知 

あらかじめ、関係機関と協議し、地形、降積

雪の状況、過去の雪害事例等を勘案して、雪崩

危険箇所等の把握に努め、関係機関を始め周辺

住民に周知をすること。 

(2)降積雪の状況等の的確な把握 

大雪警報・注意報、なだれ注意報等の雪に関

する防災気象情報に留意するとともに、降積雪

の状況等を的確に把握し、状況に応じて、雪崩

危険箇所等を中心に警戒巡視を行うこと。 

(3)発災時の遅滞のない避難勧告等の発令 

降積雪の状況等の情報、過去の雪害事例等を

勘案し、雪崩、家屋の倒壊等により、住民の生

命・身体に被害が及ぶおそれがあると判断した

ときは、遅滞なく避難勧告等を行うこと。 

(4)効果的かつ確実な情報伝達 

避難勧告等の伝達については、防災行政無線

や消防団、自主防災組織をはじめとした効果的

かつ確実な伝達手段を複合的に活用し、対象地

域の住民に迅速かつ的確に伝達すること。また、

あらかじめ防災行政無線等の伝達手段の点検・

確認を行うこと。 
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雪害による犠牲者を出さないために 

 

雪による人的被害の多くは除雪作業中の事故に

よるものであり、65 歳以上の高齢者が多くを占め

る。豪雪地帯は人口減少や高齢化が全国平均より

進んでいる地域であり、大雪に対する防災力向上

方策検討会の提言中間とりまとめで述べられてい

るように、道路・交通管理等の情報共有や克雪住

宅の推進等による「雪に強い地域づくり」ととも

に、複数人での作業や命綱・ヘルメットの着用な 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ど事故防止対策、一斉雪下ろしなど地域コミュニ

ティの共助による雪処理等による「地域防災力の

向上方策」が重要である。 

 

※1 必要な情報を迅速かつ的確に把握し、安全な場

所に避難するという一連の行動をとるのに支援

を要する人を言い、一般的に高齢者、障がい者、

外国人、乳幼児、妊婦等が挙げられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


